
 

 
2021年３月 25日 

各  位 

会 社 名   セントラルフォレストグループ株式会社 

代表者名   代表取締役社長            永津 嘉人 

    （コード番号 7675 名証市場第二部） 

問合せ先   専務取締役                神谷 亨   

（TEL 052－671－4145） 

 

 

支配株主等に関する事項について 

当社の「その他の関係会社」である国分グループ本社株式会社について、支配株主等に関する事項

は、以下のとおりとなりますので、お知らせいたします。 

 
 

記 

 
 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）、その他の関係会社の商号等 
 

（2020 年 12月 31日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合（％） 発行する株券等が上場され

ている金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

国分グループ本社 

株式会社 

その他の

関係会社 
38.30 ― 38.30 ― 

 

 
 
２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

国分グループ本社株式会社は、当社議決権の 38.30％（2020年 12月 31日現在）を所有する筆頭

株主であり、同社が指名する１名を当社の非常勤取締役として選任しております。 

取引関係について、当社グループは、同社及び同社グループ各社と食品・酒類を中心とした商品

の販売及び仕入取引を行っております。2020 年 12 月期において、当社グループの売上高に占める

同社グループへの売上高は 0.5％であり、仕入高に占める同社グループからの仕入高は 66.3％とな

っております。 

また、当社の連結子会社である国分中部株式会社は、同社より事業所及び倉庫を賃借しているほ

か、同社と経理業務委託契約を締結しており、資金の一部を預け入れて支払業務を委託しておりま

す。 

なお、当社グループの方針・政策決定及び事業展開については、当社グループの規程等に従い、

独自の意思決定によって進めております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



３．支配株主等との取引に関する事項 

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

当連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日) 

該当事項はありません。 
 

(2) 連結財務諸表提出会社の子会社と関連当事者との取引 

a 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

当連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日) 

種類 
会社等の名称 
又は氏名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

主要株主 
国分グループ

本社株式会社 

東京都 

中央区 
3,500 卸売業 

(被所有) 

直接38.3 

商品の販売 

・仕入先 
 
業務委託 
 
役員の兼務 

商品の販売 755 売掛金 5,028 

商品の仕入 150,305 
買掛金 32,680 

未収入金 4,525 

資金の預入 300 預け金 4,656 

資産の譲渡 

売却代金 

売却益 

 

46 

13 

― ― 

  

b 連結財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等及び連結財務諸表提出会社のその他の 

関係会社の子会社等 

当連結会計年度(自 2020年１月１日 至 2020年12月31日) 

種類 
会社等の名称 

又は氏名 
所在地 

資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業内容 
又は職業 

議決権等 
の所有 
(被所有) 
割合(％) 

関連当事者 
との関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
(百万円) 

その他の

関係会社

の子会社 

国分首都圏 

株式会社 

東京都 

中央区 
1,110 卸売業 ― 

商品の販売 

・仕入先 
商品の販売 91 売掛金 2,315 

 

(注) １．上記a～bの金額については、取引金額（l資金の預入は除く）は消費税等を含めず、期末
残高には消費税等を含めて記載しております。 

    ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 
(1)商品の販売・仕入については、一般の取引条件と同様に決定しております。 
(2)資金の預入について、当社の連結子会社である国分中部株式会社は資金の一部を預け

入れて支払業務を委託しております。なお、取引金額は前連結会計年度末との純増減
額を記載しております。 

(3)資産の売却価格については、双方協議のうえ締結した契約書に基づいており、一般的

取引条件と同様に決定しております。 

 

以 上 


